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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

14,000

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

町が提供するさまざまな行政サービスの経費をまかなうための重要な自主財源である町
税を、法に基づき公平で適正に賦課と徴収をするための経費です。

補正予算
の内容

町税償還金及び還付加算金 14,000

事業名
賦課徴収経費

事業費 14,000千円
(町税償還金及び還付加算金)

補正予算
の概要

法人町民税において、過年度分の更正申告に伴う高額な還付金の発生により、現予算額
が不足することによる補正予算計上です。

　法人町民税について、前年度に予定申告をし納税された税額が、確定申告
により下回った場合や過年度分の更正請求による減額の場合、また、個人町
民税については、過年度分の確定及び修正申告をして既に納税された税額
より下回った場合に差額を還付するものです。
　１０月に法人町民税で高額な還付となる過年度分の更正申告が提出された
ため、現時点で既定予算が不足となっております。

　　　支出見込　　　　　　　　　既定予算　　　　　　　　　　　　差引
　　27,000,000円　　　-　　　13,000,000円　　　　＝　　14,000,000円

予算事業概要書

一般会計 担当 税務課課税係

令和元年度補正予算 予算科目 2総務費 2徴税費 2賦課徴収費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

平成３０年度手話通訳者等派遣事業（東員町分）

円 － 円 ＝ 円

障害福祉事業負担金

円 － 円 ＝ 円

支出見込 当初予算 差引

93,558 0 93,558

いなべ市と共同で実施している手話通訳者等派遣事業の平成３０年度事業
費が確定したことにより、平成３０年度に支出した不足分を負担するため、増
額補正するものです。

確定額 支出済額 精算額

1,440,558 1,347,000 93,558

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費

事業名
障害福祉事業

事業費 94千円
(障害福祉事業負担金)

補正予算
の概要

いなべ市と共同で実施している手話通訳者等派遣事業の平成３０年度事業費が確定した
ことにより、前年度の不足分を負担するため、補正予算計上するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう
支援を図ります。

補正予算
の内容

障害福祉事業負担金 94

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

94

特定財源
の内容
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

平成３０年度障害者自立支援給付費負担金（国・県）

円 － 円 ＝ 円

平成３０年度障害児通所給付費負担金（国・県）

円 － 円 ＝ 円

障害者自立支援給付費負担金等返還金

円 － 円 ＝ 円14,688,418

受入額 確定額 返還額

60,364,200 55,386,613 4,977,587

平成３０年度に国及び県から概算交付された障害者自立支援給付費負担金
及び障害児通所給付費負担金について、事業費の確定に伴い、超過交付分
を返還するため、増額補正するものです。

受入額 確定額 返還額

329,932,794 320,211,963

一般財源

支出見込

14,689財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、個々の障がいの状況やニーズ等に応じて、必要なサービスを利用す
ることで、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう支援を図
ります。

補正予算
の内容

障害者自立支援給付費負担金等返還金 14,689

事業名
障害者自立支援事業

事業費 14,689千円
(障害者自立支援給付費負担金等返還金)

その他

当初予算 差引

14,698,418 10,000

1社会福祉費

9,720,831

1社会福祉総務費

補正予算
の概要

平成３０年度に国及び県から概算交付された障害者自立支援給付費負担金及び障害児
通所給付費負担金について、事業費の確定に伴い、超過交付分を返還するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

予算事業概要書

一般会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

事業名
高齢者福祉事業

事業費 138千円
(負担金等返還金)

予算科目 3民生費 1社会福祉費 2高齢者福祉費令和元年度補正予算

補正予算
の概要

平成３０年度県補助金の精算により、受入超過額を県に返還するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

高齢者福祉事業を提供することにより、高齢になり介護が必要になってもすべての町民が
安心して在宅で暮らせる町を目指します。

補正予算
の内容

負担金等返還金 138

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

138

特定財源
の内容

　・負担金等返還金（県補助返還金）
　　　平成３０年度に概算受入した県補助金（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費
　　　補助金）について、事業完了に伴う補助額等の確定により、受入超過額を県に返
　　　還する経費です。

当初予算

148,000円 10,000円

差引

138,000円

支出見込

4



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

当初予算

－ ＝

440

その他

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 一般財源

55,000円 0円 55,000円

　・電算システム改修委託料（Wincareシステム改修委託）
　　　地域包括支援センターの委託に伴い、必要となる電算システムの改修委託料です。

差引支出見込

66,000円

187,000円

差引

385,000円 0円 385,000円

支出見込

補正予算
の概要

基幹型地域包括支援センターの業務委託及び第二地域包括支援センターの開設に伴
い、住民情報系システム回線等の配線、ネットワーク環境を構築するための委託料と、電
算システムの改修委託料を補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

介護保険における予防給付の対象となる要支援者に、介護予防サービス等の適切な利
用を行うことができるよう、介護予防ケアプランを作成し、要支援状態であっても、その悪
化をできる限り防ぐことを目的に実施します。

補正予算
の内容

電算システム改修委託料 440

　・電算システム改修委託料（地域包括支援センターネットワーク環境構築業務委託）
　　 地域包括支援センターに係る住民情報系システム回線、インターネット回線の配線
     等、ネットワーク環境を構築するための委託料です。

事業名
指定介護予防事業経費

事業費 440千円
(電算システム改修委託料)

予算事業概要書

一般会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 2高齢者福祉費

・基幹型地域包括支援センターＬＡＮ配線

・第二地域包括支援センターＬＡＮ配線

・ネットワーク環境構築 132,000円

当初予算
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

稲部地区の開発による転入者の増加に伴う、学童クラブへの児童の入所希
望者が増加傾向にあり、父母会による幼稚園・保育園に園児が通う保護者へ
の聞き取りから、来年度の入所希望者が定員を超過することが予想されるた
め、来年度までに施設を増築するための費用の1/2を助成するための経費

　　　　　　　　　　　　　　4,000,000円　×　1/2　＝　2,000,000円

一般財源

2,000財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

少子化が一段と進む中、子育てしやすい環境整備が重要な行政ニーズとして求められて
います。放課後に留守家庭となる児童に対して適切な遊びや生活の場を与える学童保育
所の設置、運営をすることで児童の健全育成を推進します。

補正予算
の内容

放課後児童クラブ施設整備事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　2,000千円

事業名
放課後児童対策事業

事業費 2,000千円
(放課後児童クラブ施設整備事業費補助金)

補正予算
の概要

稲部学童クラブの来年度の入所予定数が学童クラブ父母会の幼稚園・保育園への事前
聞き取りにより、現在の定員を超過することが予想されることから、増築にかかる費用の
一部を町により助成するため補正予算に計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 1児童福祉総務費

6



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

－ ＝

－ ＝

受入超過額 当初予算額 補正額

1,489,000円 10,000円 1,479,000円

地域子ども・子育て支援事業費補助金

H30受入額 H30実績額 受入超過額

15,656,000円 14,415,000円 1,489,000円

1,489,000円

受入超過額 当初予算額 補正額

1,489,000円 10,000円 1,479,000円

放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、
子育て援助活動支援事業実施にあたり、平成３０年度に交付を受けた子ど
も・子育て支援交付金（国）と地域子ども・子育て支援事業費補助金（県）の精
算に伴う返還金です。

子ども・子育て支援交付金

H30受入額 H30実績額 受入超過額

15,656,000円

一般財源

2,958財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

子ども・子育て支援事業に要する経費の交付を受けることにより、子ども・子育て支援の
着実な推進を図ることができます。

補正予算
の内容

子ども・子育て支援交付金返還金 1,479千円

地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金 1,479千円

14,415,000円

事業名
子ども支援事業

事業費 2,958千円
(子ども・子育て支援交付金返還金、地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金)

補正予算
の概要

平成３０年度に交付を受けた子ども・子育て支援交付金(国）、地域子ども・子育て支援事
業費補助金（県）の精算に伴う返還金の増額補正です。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 1児童福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

千円

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 学校教育課

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 3保育園費

事業名
保育園運営費

事業費 5,125千円
(子育てのための保育施設等利用給付費、保育所運営費負担金等返還金)

補正予算
の概要

幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設等に通う新2号認定を受けた児童の保
育料等を償還するための経費を計上します。また、平成30年度に交付された施設型給付
費・地域型保育給付費補助金について、精算されましたので余剰分を返還いたします。

事業の目的
及び効果

保育の必要性を認定した児童に対し、健全な心身の発達の援助を図ることで、健やかな
成長に繋がる活動が展開されるようになります。その結果、入所する子どもの生命の保持
及び情緒の安定が図られます。また、発達や学びの連続性を踏まえた保育・教育を行うこ
とにより、小学校への円滑な移行や接続ができるようになります。

補正予算
の内容

子育てのための保育施設等利用給付費 5,106

子育てのための保育施設等利用給付費

支出見込

保育所運営費負担金等返還金 19

幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設等に通う新2号認定を受け
た児童の保育料及び預かり保育料を償還するための経費を延べ23名分計上
します。また、平成30年度に交付された施設型給付費・地域型保育給付費補
助金について、精算された余剰分を返還するものです。

当初予算 差引

5,106,000 0 5,106,000

保育所運営費負担金等返還金

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

子育てのための施設等利用給付交付金(国庫支出金)

1,276

差引

1,296

28,162 10,000 18,162

一般財源

2,553

支出見込 当初予算

1,276

2,553

子育てのための施設等利用給付県負担金(県支出金)
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

円

円

11,500,000 6,897,000

工事請負費/工事請負費/施設改修工事費

支出見込

4,603,000

既定予算 差引

委託料/委託料/設計監理委託料

支出見込 既定予算 差引

479,000 341,000 138,000

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

令和元年度補正予算 予算科目 3民生費

138

2児童福祉費

事業名
施設整備費（保育園）

事業費 4,741千円
(設計監理委託料、施設改修工事費)

4保育園管理費

空調設備の故障により早急に修繕する必要が生じたことから、改修に係る工事費を補正
予算計上するものです。

東員保育園保育室空調設備改修工事

　 改修工事費　　　　　　　　　　　　9,204,800円×1/2

補正予算
の概要

施設改修工事費 4,603

事業の目的
及び効果

施設・設備の整備・充実によって、保育環境の向上を図ります。

設計監理委託料

4,741

　 設計監理委託費  　　　　　　　　　 275,000円×1/2 137,500

国庫支出金

4,602,400

財
　
源

内訳
（単位：千円）

特定財源
の内容

補正予算
の内容

一般財源

　　　保育室系統空調設備改修

県支出金 地方債 その他

　　　　　保育室(エアコン室内機　５台)
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

千円

◎経費の内容

・ 電算事務委託料 円

・ 不妊治療費扶助費 円

平成30年度実績　38件　4,386,005円（内、4～9月実績　14件1,503,085円）
令和元年度見込　43件　6,714,520円（内、4～9月実績　25件3,187,838円）

円 － 円 ＝ 円

・ 母子保健総合支援事業国庫補助金返還金 円

円 － 円 ＝ 円

千円

千円

1保健衛生費 3健康推進費

特定不妊治療費補助金 250

　乳幼児及び妊婦健康診査等の情報について、マイナンバー制度を活
用した市町村間での情報連携が開始するにあたり、自治体中間サー
バーに情報を登録するため必要なシステム改修、検証等を実施する経
費です。

1,379,400

2,114,520

63,000

1,380

その他

事業の目的
及び効果

本町で、出産、育児をされる全ての母性と乳幼児が、健やかに育つことを目的として事業
を実施しています。

補正予算
の内容

予算事業概要書

一般会計 担当 健康づくり課

令和元年度補正予算 予算科目 4衛生費

事業名
母子保健事業費

事業費 3,558千円
(電算事務委託料、不妊治療費扶助費、母子保健総合支援事業
国庫補助金返還金)

補正予算
の概要

2,115

母子保健総合支援事業国庫補助金返還金 63

　当初予算見込みを上回る実績のため、不足見込み額を増額するもの
です。

制度改正に伴うシステム改修経費や、当初予算見込みを上回る扶助費の増額、また平成
30年度実績確定に伴う補助金返還金を補正予算計上するものです。

不妊治療費扶助費

電算事務委託料

794 250

特定財源
の内容

母子保健総合支援事業国庫補助金 794

一般財源

2,514

　平成30年度実績確定に伴い、超過受入額を返還するものです。

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

既受入額 補助金確定額 差引
365,000 302,000 63,000

支出見込 当初予算 差引
6,714,520 4,600,000 2,114,520
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

千円

国から平成３０年７月豪雨等を踏まえた今後のため池対策について方針が示
され、令和元年度中に県と協議を進めて参りました。
その結果、東員町においては２箇所のため池が「防災重点ため池」の規準に
該当すると判断され、緊急時の迅速な避難行動につなげる対策としてハザー
ドマップを作成する必要が生じました。
ハザードマップについては現地調査及び氾濫解析を行い、成果品を活用して
ホームページでの公表及び窓口での配布をいたします。

支出見込 当初予算 差引

1,101,100 0 1,101,100

予算事業概要書

一般会計 担当 産業課土地改良係

令和元年度補正予算 予算科目 6農林水産業費 1農業費 4農地費

事業名
土地改良事業

事業費 1,102千円
(調査設計委託料)

補正予算
の概要

農業用ため池において、ハザードマップを作成する必要が生じたことから調査費を増額補
正するものです。

事業の目的
及び効果

主に農業用水利施設の維持管理、更新等を適切に実施することにより、将来に渡り安定
した農業の振興を図ります。

補正予算
の内容

調査設計委託料 1,102

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1,000

調査設計委託料

102

特定財源
の内容

 団体営農村振興整備費補助金 1,000

一般財源
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

5,000円/月　×　4名　×　12ヶ月 千円

5,000円/月　×　3名　×　12ヶ月 千円

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

令和元年度補正予算 予算科目 10教育費 1教育総務費 3奨学費

事業名
奨学資金扶助費

事業費 60 千円
(奨学資金扶助費)

特定財源
の内容

補正予算
の概要

奨学資金扶助費 60

事業の目的
及び効果

就学意欲があるにもかかわらず、経済的な理由により修学が困難な者に対して奨学金
を給付し、町における教育の機会均等を図り、もって有用な人材の育成を図ります。

補正予算
の内容

東員町奨学金給付対象者の増により、増額予算を補正計上するものです。

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 一般財源

60

その他

扶助費/扶助費/奨学資金扶助費

支出見込 当初予算 差引

240,000 180,000 60,000

支出見込

当初予算

180

240
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

予算事業概要書

一般会計 担当 学校教育課

令和元年度補正予算 予算科目 10教育費 2小学校費 2教育振興費

来年度町立小学校に就学予定の一年生の児童のうち、就学援助費支給対象
となる世帯に対し、入学前の３月に前倒しして支給するため、２５名分の予算
を計上いたします。

就学援助費

支出見込

事業名
教育振興経費

事業費 1,015千円
(就学援助費)

補正予算
の概要

来年度新一年生になる児童のうち、就学援助費支給対象となる世帯に対し、今年度から、
「新入学学用品費」を前倒しして、３月に支給するための補正予算計上です。

当初予算 差引

10,190,000 9,175,000 1,015,000

事業の目的
及び効果

ＩＲＴやQUといった調査で、児童・生徒の学力や就学状態を把握し、就学援助により必要と
なる経費を援助することで、学力の向上や学習環境を整えることを目的とする事業です。

補正予算
の内容

就学援助費 1,015千円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

一般財源

1,015
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

　空調設備改修

円

円

工事請負費/工事請負費/施設改修工事費

支出見込 既定予算 差引

11,500,000 6,897,000 4,603,000

　　　保育室系統空調設備改修

　　　　　保育室(エアコン室内機　５台)

委託料/委託料/設計監理委託料

支出見込 既定予算 差引

479,000 341,000 138,000

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

令和元年度補正予算 予算科目 10教育費 4幼稚園費 2幼稚園管理費

事業名
施設整備費（幼稚園）

事業費 4,741千円
(設計監理委託料、施設改修工事費)

補正予算
の概要

空調設備の故障により早急に修繕する必要が生じたことから、改修に係る工事費を補正
予算計上するものです。

施設・設備の整備・充実によって、教育環境の向上を図ります。

補正予算
の内容

設計監理委託料 138

施設改修工事費 4,603

事業の目的
及び効果

　 設計監理委託費  　　　　　　　　　 275,000円×1/2

神田幼稚園保育室空調設備改修工事

137,500

　 改修工事費　　　　　　　　　　　　9,204,800円×1/2 4,602,400

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

4,741

一般財源
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

千円

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 学校教育課

令和元年度補正予算 予算科目 10教育費 4幼稚園費 1幼稚園費

事業名
幼稚園運営費

事業費 2,776千円
(子育てのための幼稚園施設等利用給付費)

補正予算
の概要

幼児教育・保育の無償化に伴い、制度未移行の幼稚園に通う新１号認定を受けた児童の
保育料等を償還するための経費を計上します。

事業の目的
及び効果

健康、安全な生活のために必要な日常の習慣を養われ、身体諸機能の調和的発達が図
られます。また、集団生活を経験させることで、自主及び自律の精神、正しい理解と態度、
正しい言葉使いなどが養われます。
１６年一貫教育プランにある理念を踏まえた教育を行うことにより、基本的信頼感を育むと
ともに自主性、自立性を高め小学校への円滑な移行や接続ができるようになります。

補正予算
の内容

子育てのための幼稚園施設等利用給付費 2,776

幼児教育・保育の無償化に伴い、制度未移行の幼稚園に通う新１号認定を
受けた児童の保育料を償還するため、１８名分の経費を計上します。

子育てのための幼稚園施設等利用給付費

支出見込 当初予算 差引

2,775,600 0 2,775,600

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,387 693 696

特定財源
の内容

子育てのための施設等利用給付交付金(国庫支出金) 1,387

子育てのための施設等利用給付県負担金(県支出金) 693
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

・ 当初予算計上分（財源：県支出金）

保険料減免制度関連システム改修

－ ＝

・ 補正予算計上分（財源：国庫支出金）

国保オンライン資格確認制度関連システム改修

－ ＝

千円

千円

〔内訳〕

573,000円 2,000,000円 △ 1,427,000円

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

592,000円

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

（支出額） （当初予算額） 　（今回補正額）

2,592,000円 2,000,000円

制度改正対応業務等補助金（国庫支出金） 2,019

一般財源

2,019 △ 1,427

2,019,000円

財
　
源

内訳
（単位：千

円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

特別交付金（県支出金） △ 1,427

事業の目的
及び効果

国民健康保険電算システムの改修により、制度改正の円滑な対応に資するもので
す。

補正予算
の内容

電算作業委託料 592

2,019,000円 0円

国民健康保険制度改正により当初予算で計上しておりました委託料の確定に
伴う減額と、新たな制度改正として国保のオンライン資格確認制度の導入に
対応するためのシステム改修です。
改修経費の財源として、当初予算計上分は県支出金を、補正予算計上分は国
庫支出金を活用するものです。

事業名
一般管理経費

事業費 592千円
(電算作業委託料)

補正予算
の概要

国民健康保険制度改正に対応すべく電算システム改修経費として、当初予算計上分
の確定に伴う減額と、新たな制度改正に対応する電算システム改修経費の増額で
す。

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

令和元年度補正予算 予算科目 1総務費 1総務管理費 1一般管理費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

・ 保険給付費等交付金（普通交付金）

－ ＝

・ 保険給付費等交付金（特別交付金：国費分）

－ ＝

・ 保険給付費等交付金（特別交付金：県費分）

－ ＝

　（償還額合計）

5,080,292円

〔内訳〕

（負担金受入額） （確定額） （償還額）

4,091,000円 3,966,000円 125,000円

（負担金受入額） （確定額） （償還額）

4,091,000円 3,966,000円 125,000円

（負担金受入額） （確定額） （償還額）

1,999,355,216円 1,994,524,924円 4,830,292円

前年度保険給付費等交付金精算に伴う償還金です。

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

5,081,000円 10,000円 5,071,000円

5,071

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千

円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

前年度保険給付費等交付金の精算に伴い、過大交付となった交付金を県に返還する
ものです。

補正予算
の内容

保険給付費等交付金償還金 5,071

事業名
償還金

事業費 5,071千円
(保険給付費等交付金償還金)

補正予算
の概要

前年度保険給付費等交付金の精算に伴い、過大交付となる交付金償還金の補正で
す。

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

令和元年度補正予算 予算科目 8諸支出金 1償還金及び還付加算金 3保険給付費等交付金償還金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

・ 一般会計繰出金

－ ＝

〔内訳〕

（受入額） （確定額） （償還額）

145,440,956円 143,607,047円 1,833,909円

一般財源

1,824財
　
源

内訳
（単位：千

円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

1,834,000円 10,000円 1,824,000円

事業の目的
及び効果

前年度一般会計繰入金の精算に伴い、剰余分を一般会計に返還するものです。

補正予算
の内容

一般会計繰出金 1,824

前年度一般会計繰入金精算に伴い返還に要する経費です。

事業名
一般会計繰出金

事業費 1,824千円
(一般会計繰出金)

補正予算
の概要

前年度一般会計繰入金の精算に伴う返還金を補正するものです。

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

令和元年度補正予算 予算科目 8諸支出金 2繰出金 1一般会計繰出金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

項１介護給付費

- ＝ 円

- ＝ 円

- ＝ 円

項２介護予防サービス等給付費

- ＝ 円

- ＝ 円

- ＝ 円

- ＝ 円

項３高額介護サービス費

- ＝ 円

千円

千円

（給付見込額）

　目３施設介護サービス給付費

　目３介護予防住宅改修費

　目４介護予防サービス計画給付費

1,694,000円 3,194,000円

（給付見込額） （当初予算額）

（当初予算額）

　目１介護予防サービス等給付費

　目６地域密着型介護予防サービス給付費

2,190,000円 4,190,000円 △ 2,000,000

（差引）

△ 1,500,000

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

6,265,000円 3,765,000円 2,500,000

（給付見込額）

6,755,000円 5,755,000円 1,000,000

（差引）

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

492,035,000円 448,035,000円 44,000,000

△2,200

県支出金（介護給付費負担金） 2,200

その他 一般財源

△ 2,200 2,200財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

国庫支出金（介護給付費負担金）

△ 50,000,000

事業の目的
及び効果

介護保険事業の安定的な運営を行います。

保険給付費 0

（当初予算額） （差引）

678,983,000円

　目１居宅介護サービス給付費

628,983,000円

事業名
保険給付費

事業費 0千円
(保険給付費)

補正予算
の概要

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

令和元年度補正予算 予算科目 2保険給付費

（差引）

1,613,000円 613,000円 1,000,000

保険給付費の各サービス費の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うものです。

居宅介護サービス給付費等の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行
うものです。

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

　目５居宅介護住宅改修費

補正予算
の内容

　目１高額介護サービス費

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

34,376,000円 29,376,000円 5,000,000

（給付見込額） （当初予算額）
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

千円

◎経費の内容

一般消耗品（地域包括支援センター用消耗品）

円 － 円 ＝ 円

電算システム改修委託料（高齢者台帳システム改修委託料）

円 － 円 ＝ 円

備品購入費（地域包括支援センター用備品）

　Wincare（電算システム）用プリンター 円

　基幹型包括用ノートPC、A4複合機等 円

　第二包括用机・椅子、ロッカー等 円

　第二包括用ノートPC、A4複合機、電話機等 円

円 － 円 ＝ 円

千円

千円

千円

一般財源

支出見込 当初予算 差引

220,000 0 220,000

2,574,000 0 2,574,000

666

特定財源
の内容

国庫支出金（地域支援事業交付金） 1,114

県支出金（地域支援事業交付金） 557

繰入金（地域支援事業繰入金） 557

1,114 557

2,574

支出見込

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

557

補正予算
の概要

基幹型地域包括支援センターの業務委託と第二地域包括支援センターの開設に伴い、必
要となる消耗品、備品類の購入経費及び電算システムの改修にかかる経費を補正予算
計上するものです。

事業の目的
及び効果

地域の高齢者にどのような支援が必要かを把握し、適切なサービス、関係機関または制
度の利用に繋げ、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を送ることを
目指します。

補正予算
の内容

一般消耗品 100

電算システム改修委託料 220

備品購入費

3包括的支援事業・任意事業費 1総合相談事業費

事業名
総合相談事業費

事業費 2,894千円
(一般消耗品、電算システム改修委託料、備品購入費)

基幹型地域包括支援センター及び第二地域包括支援センターの開設に伴い、
必要となる消耗品、備品類の購入経費及び電算システムの改修にかかる経費を
補正予算計上するものです。

440,000

490,000

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課地域包括支援センター係

令和元年度補正予算 予算科目 3地域支援事業費

689,000

955,000

支出見込 当初予算 差引

当初予算 差引

100,000 0 100,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

主任介護支援専門員

      1名　 7,000円　　　×　　　5回　　　＝   35,000円

　

千円

千円

千円

　・包括的支援事業委託料（地域ケア会議職員派遣委託）
　　　高齢者の個別ケアプランについて、自立支援を重視したケアプラン作成等、質の
      向上を図るため開催している地域ケア会議において、専門職である主任介護支
      援専門員を派遣するための委託料です。

6

繰入金（地域支援事業繰入金） 6

一般財源

13 6 6

国庫支出金（地域支援事業交付金） 13

10財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

県支出金（地域支援事業交付金）

事業の目的
及び効果

介護支援専門員の質の向上と地域のさまざまな社会資源との連携や協力体制の整備等
包括的・継続的なケア体制の構築等を行い、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるこ
とができることを目指します。

補正予算
の内容

包括的支援事業委託料 35

事業名
包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費

事業費 35千円
(包括的支援事業委託料)

補正予算
の概要

高齢者の生活の質（QOL)の維持・向上のための自立支援を重視したケアプラン作成に向
けて、専門職である介護支援専門員の質の向上を図るために行うものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課地域包括支援センター係

令和元年度補正予算 予算科目 3地域支援事業費 3包括的支援事業・任意事業費 3包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

国庫負担金（介護給付費負担金）返還金

（H30受入額） （H30実績額） （受入超過額）

－ ＝

国庫補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H30受入額） （H30実績額） （受入超過額）

－ ＝

県負担金（介護給付費負担金）返還金

（H30受入額） （H30実績額） （受入超過額）

－ ＝

県補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H30受入額） （H30実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （R1当初予算額） （今回補正額）

－ ＝46,447,906円 10,000円 46,437,906円

217,951,000円 197,819,481円 20,131,519円

14,131,720円 9,589,217円 4,542,503円

46,438

13,204,061円

27,060,890円 18,491,067円 8,569,823円

一般財源

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金（地域支援事業交付金）、県負担金（介護
給付費負担金）、県補助金（地域支援事業交付金）の受入超過額を返還するものです。
（翌年度精算）

補正予算
の内容

国庫負担金等返還金 46,438

平成３０年度に概算受入した国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金
（地域支援事業交付金）及び県負担金（介護給付費負担金）、県補助金（地域
支援事業交付金）について、介護保険特別会計の決算により国庫負担金等
が確定したことに伴い、令和元年度において受入超過額を返還するために増
額するものです。

265,967,006円 252,762,945円

事業名
国庫負担金等返還金

事業費 46,438千円
(国庫負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成３０年度介護保険特別会計の国庫負担金等の精算により、受入超過額を国等へ返
還するものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

令和元年度補正予算 予算科目 6諸支出金 1償還金及び加算金 2償還金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

介護給付費精算返還金

（H30受入額） （H30実績額） 差引

－ ＝

地域支援事業費精算返還金

（H30受入額） （H30実績額） 差引

－ ＝

総務費精算返還金

（H30受入額） （H30実績額） 差引

－ ＝

低所得者保険料軽減分返還金

（H30受入額） （H30実績額） 差引

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ30当初予算額） 差引

－ ＝

一般財源

21,285財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

35,651,000円 34,409,963円 1,241,037円

21,294,680円 10,000円 21,284,680円

1,549,000円 1,466,205円 82,795円

191,149,000円 173,300,934円 17,848,066円

11,712,000円 9,589,218円 2,122,782円

事業の目的
及び効果

一般会計繰入金の受入超過額を返還するものです。（翌年度精算）

補正予算
の内容

一般会計精算返還金 21,285

平成３０年度に概算受入した一般会計繰入金について、介護保険特別会計
の決算により繰入金が確定したことに伴い、令和元年度において受入超過額
を返還するために増額するものです。

事業名
一般会計繰出金

事業費 21,285千円
(一般会計精算返還金)

補正予算
の概要

平成３０年度介護保険特別会計の繰入金の精算により、受入超過額を一般会計繰入金
へ返還するものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

令和元年度補正予算 予算科目 6諸支出金 2繰出金 1一般会計繰出金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

- ＝

円

円

円

消費税及び地方消費税

- ＝

支出済額

平成30年度分消費税及び地方消費税納税

（6月：3,525,000円、9月：3,521,700円）

支出見込額

令和元年度分消費税及び地方消費税納税

（12月：3,552,700円、3月：3,552,700円）

千円

　　支出見込 　　当初予算 　　差引

14,152,100円 11,483,000円 2,669,100円

予算事業概要書

下水道事業特別会計 担当 上下水道課

令和元年度補正予算 予算科目 1事業費 1事業費 1管理費

事業名
一般管理費

事業費 4,109千円
(備品購入費等、消費税及び地方消費税)

補正予算
の概要

公用車購入に係る備品購入費等を増額補正し、前年度消費税及び地方消費税は、確定
申告に基づき、不足額を増額補正するものです。

事業の目的
及び効果

公共下水道事業は、公共用水域の水質保全、快適な居住環境の確保を目的としていま
す。

補正予算
の内容

備品購入費等 1,439

消費税及び地方消費税 2,670

7,046,700円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

450

特定財源
の内容

公有自動車事故共済金 450

　　公用車損害保険料

　　備品購入費

7,000

21,000

1,411,000

3,659

一般財源

7,105,400円

合計 14,152,100円

　前年度分の確定申告に基づき、不足額を増額するものです。

公用車購入に係る経費

　　支出見込 　　当初予算 　　差引

1,439,000円 0円 1,439,000円

　9月4日の大雨による災害対応時において、車両が水没したことに伴い廃車
となったため、新たに買い替えを行うものです。

　　手数料
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